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< (57) 要約： 周期的な凹凸部 2 0 を表面に有す る
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れ る透明導電膜 3 0 とを有す る積層体 2 におい
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1 と、任意の凸部 2 - か らの距離の合計が
最 短 で ある 6 個 の 凸部 2 1 — 2 ~ 2 1 — 7 と
は、 （1 ) 6 個の凸部 2 1 — 2 ~ 2 1 — 7 の う
ちの 4 個 の 凸部 2 1 — 2 、 2 1 — 3 、 2 1 —
5 、 2 1 — 6 のそれぞれ と任意の凸部 2 1 — 1
との間に凸部 2 の頂 点 2 1 a よ りも低 く凹部

2 2 の底点 2 2 a よ りも高 い位置で凸部 同士 を連結す る連結部 2 3 が存在 し、 （2 ) 6 個 の凸部 2 1 — 2
~ 2 1 — 7 の うちの残 りの 2 個の凸部 2 1 — 4 、 2 1 — 7 の それぞれ と任意の凸部 2 1 - 1 との間に凹部
2 2 が存在す るように配置 され る。
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明 細 書

発明の名称 ：積層体、及び積層体の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、積層体、及び積層体の製造方法 に関する。

背景技術

[0002] 近年、液晶デ ィスプ レイ （L C D ) 等の表示装置や太陽電池向けに、周期

的な凹凸部 を表面 に有 する反射防止構造体が開発 されている （例 えば、特許

文献 1 参照）。反射防止構造体 は、所謂 モスアイ （Moth Eye) 型であ って、

凸部 の ピッチが可視光の波長以下のため、広 い波長範 囲で光反射率 を低減 し

光透過率 を向上することがで きる。 この反射防止構造体の凹凸部上 に透明導

電膜 を成膜 してなる積層体 は、例 えば抵抗膜式や静電容量式のタ ツチパ ネル

等 に用い られ る。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：国際公開第 2 0 / 0 2 7 9 0 9 号パ ンフ レツ 卜

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 従来の反射防止構造体の凹凸部 は、平面上 に錐状 の突起部 が多数配列 され

た構造 を有 する。突起部 の充填率 を高め るため、突起部 は六方格子状又 は四

方格子状 に周期 的に配置 され る。突起部 の充填率 をさ らに高め るため、突起

部 の下部 同士が重な り合 うように配置 され ることがある。

[0005] 突起部 の下部 同士が重な り合 うと、 凸部 の頂点 と凹部 の底点 との高低差 が

小 さ くなるので、十分な低反射率 が得 られな くなる。

[0006] また、十分な低反射率 を得 るため、 凸部 の頂点 と凹部 の底点 との高低差 を

大 き く設定すると、突起部 の側面が急峻 となるので、突起部 の側面上 に成膜

され る透明導電膜 の厚 さが薄 くな りやす く、導電性 が低 くなることがあ つた

。 そのため、従来の構造では、低反射性 と高導電性 との両立が難 しか った。



[0007] 本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであって、低反射性及び高導電

性に優れた積層体、及び積層体の製造方法の提供を目的とする。

課題を解決するための手段
[0008] 上記目的を解決するため、本発明の一の態様による積層体は、

周期的な凹凸部を表面に有する反射防止構造体と、

前記凹凸部上に成膜される透明導電膜とを有 し、

最外側の凸部を除く任意の凸部と、該任意の凸部からの距離の合計が最短

である 6 個の凸部とは、 （1 ) 該 6 個の凸部のうちの 4 個の前記凸部のそれ

ぞれと前記任意の凸部との間に凸部の頂点よりも低 く凹部の底点よりも高い

位置で凸部同士を連結する連結部が存在 し、 （2 ) 該 6 個の凸部のうちの残

りの 2 個の前記凸部のそれぞれと前記任意の凸部との間に凹部が存在するよ

うに、配置されることを特徴とする。

[0009] さらに、本発明の他の態様による積層体の製造方法は、

周期的な凹凸部を表面に有する原型を用いて周期的な凹凸部を表面に有す

る反射防止構造体を製造する工程と、

前記反射防止構造体の前記凹凸部上に透明導電膜を成膜する工程とを有 し

前記原型において、最外側の凸部を除く任意の凸部と、該任意の凸部から

の距離の合計が最短である 6 個の凸部とは、 （1 ) 該 6 個の凸部のうちの 4

個の前記凸部のそれぞれと前記任意の凸部との間に凸部の頂点よりも低 く凹

部の底点よりも高い位置で凸部同士を連結する連結部が存在 し、 （2 ) 該 6

個の凸部のうちの残りの 2 個の前記凸部のそれぞれと前記任意の凸部との間

に凹部が存在するように、配置されることを特徴とする。

発明の効果

[001 0] 本発明によれば、低反射性、耐擦傷性及び高導電性に優れた積層体、及び

積層体の製造方法が提供される。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図1]本発明の第 1 の実施形態による積層体の一部を示す斜視図である。



[ 図2] 図 1 の反射防止構造体を示す斜視図である。

[ 図3] 図 2 の反射防止構造体の表面の凹凸を模式的に示す平面図 （その 1 ) で

ある。

[ 図4 ] 図 2 の反射防止構造体の表面の凹凸を示す図である。

[ 図5] 図 2 の反射防止構造体の表面の凹凸を模式的に示す平面図 （その 2 ) で

ある。

[ 図6] 本発明の第 1 の実施形態による反射防止構造体の製造方法の説明図 （そ

の 1 ) である。

[ 図7] 本発明の第 1 の実施形態による反射防止構造体の製造方法の説明図 （そ

の 2 ) である。

[ 図8] 図 6 の原型の表面の凹凸を模式的に示す平面図である。

[ 図9] 本発明の第 1 の実施形態による反射防止構造体の製造方法の説明図 （そ

の 3 ) である。

[ 図 10] 本発明の第 2 の実施形態による積層体の一部を示す斜視図である。

[ 図 11] 図 1 0 の反射防止構造体を示す斜視図である。

[ 図 12] 図 1 1 の反射防止構造体の表面の凹凸を模式的に示す平面図である。

[ 図 13] 図 1 1 の反射防止構造体の表面の凹凸を示す図である。

[ 図 14] 積層体を用いた表示装置の一例を示す断面図である。

[ 図 15]積層体を用いた照明装置の一例を示す断面図である。

[ 図 16]積層体を用いた太陽電池の一例を示す断面図である。

[ 図 17] 比較例 1 による解析モデルの作製方法を示す説明図である。

[ 図 18] 実施例 1 及び比較例 1 による表面抵抗率の測定結果を示す図である。

[ 図 19] 実施例 1 及び比較例 1 による反射率の測定結果を示す図である。

発明を実施するための形態

[001 2 ] 以下、本発明を実施するための形態について図面を参照 して説明する。各

図面において、同一の又は対応する構成については同一の又は対応する符号

を付 して説明を省略する。

[001 3 ] [ 第 1 の実施形態]



図 1 は、本発明の第 1 の実施形態 による積層体の一部 を示す斜視 図である

。 図 1 において、積層体の表面の凹凸を表現 するため、等高線 を細線 で示す

[0014] 積層体 2 は、周期 的な凹凸部 2 0 を表面 に有 する反射防止構造体 1 0 と、

凹凸部 2 0 上 に成膜 され る透明導電膜 3 0 とを備 える。透明導電膜 3 0 の表

面形状 は凹凸部 2 0 に倣 った形状 である。 凹凸部 2 0 と透明導電膜 3 0 との

間には、抵抗 を下 げるため、 図示 されない金属膜 が形成 されてもよい。金属

膜 の厚 さは、光透過率 の観点か ら 1 0 n m以下であ ってもよい。 この積層体

2 は、例 えば抵抗膜式や静電容量式のタ ツチパ ネル等 に用い られ る。

[001 5] 図 2 は、 図 1 の反射防止構造体 を示す斜視 図である。 図 2 において、反射

防止構造体の表面の凹凸を表現 するため、等高線 を細線 で示す。 図 3 は、 図

2 の反射防止構造体の表面の凹凸を模式的に示す平面図 （その 1 ) である。

図 3 ( A ) は凸部 の頂点 を結ぶ格子の配列 を示 し、 図 3 ( B ) は図 3 ( A )

の一部 を示す。 図 3 において、 図面 を見やす くするため、 凸部及び連結部 を

異 なる点模様、 凸部 の頂点 を黒丸、 凹部 の底点 を白丸、 凸部 の頂点 を結ぶ格

子 を太線 で示す。 図 4 は、 図 2 の反射防止構造体の表面の凹凸を示す図であ

る。 図 4 ( A ) は図 3 の A — A 線 に沿 った断面 における凹凸、 図 4 ( B ) は

図 3 の B _ B 線 に沿 った断面 における凹凸、 図 4 ( C ) は図 3 の C —C 線 に

沿 った断面 における凹凸、 図 4 ( D ) は図 3 の D — D 線 に沿 った断面 におけ

る凹凸を示す。

[001 6] 反射 防止構造体 1 0 は、所謂 モスアイ型であ って、 図 2 に示すように、基

体 1 2 と基体 1 2 上 に形成 され る樹脂層 1 4 とで構成 され る。基体 1 2 及び

樹脂層 1 4 は、透光性 を有 してもよい。樹脂層 1 4 の表面 には、周期 的な凹

凸部 2 0 が形成 されている。 尚、反射防止構造体 1 0 は、樹脂層 1 4 のみで

構成 されてもよい。

[001 7] 基体 1 2 は、例 えばシ一 卜状、板状、又 はプロック状 に形成 され る。基体

1 2 の材料 は、特 に限定 されないが、例 えばガラス又 はプラスチ ック等が用

い られ る。



[001 8] ガラスと しては、例 えばソ一ダライムガラス、無 アル カ リガラス、石英 ガ

ラス等が用い られる。 ガラスの成形方法 と しては、例 えばフロー ト法、 フユ

—ジ ョン法等が用い られる。

[001 9] プラスチ ックと しては、例 えばポ リメチル メタァク リレー 卜、 メチル メタ

ク リレ一 卜と他のアルキル （メタ）ァク リレー 卜、 スチ レンな どといった ビ

ニルモノマー との共重合体な どの （メタ）アク リル系樹脂 ；ポ リ力一ボネ一

卜、 ジエチ レング リコール ビスァ リル カ一ボネ一 卜 （C R — 3 9 ) な どのポ

リカ一ボネ一 卜系樹脂 ； （臭素化） ビスフエノール A 型のジ （メタ）ァク リ

レ一 卜の単独重合体ない し共重合体、 （臭素化） ビスフ I ノール A モノ （メ

タ）ァク リレ一 卜のウ レタン変性 モノマーの重合体及び共重合体な どといつ

た熱硬化性 （メタ）ァク リル系樹脂 ；ポ リエステル特 にポ リエチ レンテ レフ

タ レ一 卜、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜及び不飽和ポ リエステル、 ァク リロ二

トリル —スチ レン共重合体、ポ リ塩化 ビニル、ポ リウ レタン、エポキシ樹脂

、ポ リア リレー 卜、ポ リエーテルスルホ ン、ポ リエーテルケ トン、 シク口才

レフインポ リマ一 （商品名 ：ァ一 トン、ゼ才 ノア）な どが好 ま しい。 また、

耐熱性 を考慮 したァラミ ド系樹脂の使用も可能である。

[0020] 樹脂層 1 4 は、例 えば基体 1 2 上 に熱硬化性又は光硬化性の樹脂 を塗布 し

、硬化 してなる。樹脂層 1 4 の表面 には凹凸部 2 0 が形成 される。

[0021 ] 凹凸部 2 0 は、 図 2 及び図 3 に示すように、凸部 2 1 と、凹部 2 2 と、 凸

部 2 の頂点 2 1 a よ りも低 く凹部 2 2 の底点 2 2 a よ りも高い位置で所定

の凸部 2 同士を連結する連結部 2 3 とを有する。複数の凸部 2 と、複数

の凹部 2 と、複数の連結部 2 3 とが 2 次元的に配列されている。

[0022] 凸部 2 1 は、例 えば正六方格子状、準六方格子状、正四方格子状、又は準

四方格子状 （図 2 及び図 3 では正六方格子状）に周期的に配置 される。凸部

の充填率 を高めるため、凸部 2 は六方格子状 に周期的に配置 されるこ

とが好 ま しい。以下、凸部 2 が六方格子状 に周期的に配置 される場合 につ

いて説明する。 尚、凸部 2 1 が四方格子状 に周期的に配置 される場合 につい

ては、第 2 の実施形態で説明する。



[0023] 「正六方格子状に周期的に配置される」とは、図3 に示すように、最外側

の凸部 2 を除く任意の凸部 2 - の周囲に、該任意の凸部 2 1 _ 1 から

の距離が最短で且つ等 しい6 個の凸部 2 - 2 2 _ 7 が配置されること

を意味する。 6 個の凸部 2 1 _ 2 ~ 2 1 _ 7 の頂点は、凸部 2 1 — 1 の頂点

を中心に6 0 ° 間隔で等ピッチで配置され、正六角形状の格子を構成する。

[0024] 「準六方格子状に周期的に配置される」とは、正六方格子に準ずる形状に

周期的に配置されることを意味する。正六方格子に準ずる形状は、正六角形

状の格子を所定の方向に引き伸ばした形状等、正六角形状の格子を歪ませた

形状である。正六角形状の格子を歪ませた形状の格子は、直線形状、曲線形

状、又は蛇行形状に連続的に並んでもよい。

[0025] 本実施形態では、図3 に示すように、最外側の凸部 2 1 を除く任意の凸部

2 1 _ 1 と、該凸部 2 - からの距離の合計 （和）が最短である6 個の凸

部 2 1 _ 2 ~ 2 1 _ 7 とは、下記の条件 （1 ) 及び （2 ) を満たすように配

置される。

( 1 ) 6 個の凸部 2 1 _ 2 ~ 2 1 _ 7 のうちの4 個の凸部 2 1 _ 2 、 -

3 、 2 1 - 5 2 1 —6 のそれぞれと、凸部 2 1 _ 1 との間に連結部 2 3 が

存在する。

( 2 ) 6 個の凸部 2 - 2 _ 7 のうちの残りの 2 個の凸部 2 _ 4 、

_ 7 のそれぞれと、凸部 2 1 _ 1 との間に凹部 2 2 が存在する。

[0026] 「距離」は、凸部 2 の頂点 2 a 同士の間の距離のことである。距離の

合計が最短である6 個の凸部の組合せが複数有る場合、全ての組合せについ

て上記の条件 （1 ) 及び （2 ) が成立する。尚、本実施形態では、距離の合

計が最短である6 個の凸部の組合せは 1 つだけである。

[0027] 上記の条件 （1 ) 及び （2 ) が成立する場合、図3 に示す任意の凸部 2

_ 1 を中心に交差する3 方向のうち、 2 方向 （F 1方向及び F 2 方向）に沿

つて凸部 2 1 と連結部 2 3 とが交互に配置され、残りの一方向 （F 3 方向）

に沿って凸部 2 1 と凹部 2 2 とが交互に配置される。 F 1方向、 F 2 方向、

及び F 3 に間隔をおいて並ぶ凸部 2 1 のピッチ P 1 (図4 ( A ) 及び図4 (



B ) 参照）は、可視光の波長以下の長さに設定されてもよい。 F 3 方向と垂

直な方向に間隔をおいて並ぶ凸部 2 1 のピッチ P 2 (図4 ( C ) 参照）は、

ピッチ P よりも大きい。 F 方向と平行な方向に沿って凹部 2 2 と連結部

2 3 とが交互に配置されている （図 3 及び図4 ( D ) 参照）。

[0028] このように、凸部 2 1 及び凹部 2 2 が交互に配置される方向と、凸部 2 1

及び連結部 2 3 が交互に配置される方向とが異なる。そのため、凸部 2 1 の

頂点 2 1 a と凹部 2 2 の底点 2 2 a との高低差 H 1 (図4 ( B ) 参照）と、

凸部 2 1 の頂点 2 1 a と連結部 2 3 の所定部分 2 3 a (図 2 参照）との高低

差 H 2 (図4 ( A ) 参照）とを独立に設計可能である。従って、高低差 H 1

と、高低差 H 2 とを独立に最適化することが可能である。ここで、連結部 2

3 の所定部分 2 3 a は、凸部 2 の頂点 2 a 同士の間における最も低い部

分であって、凹部 2 2 の底点 2 2 a 同士の間における最も高い部分である。

[0029] 高低差 H と高低差 H 2 の最適化のため、先ず、 ピッチ P 1 の範囲が設定

されてもよい。 ピッチ P 1 は、上述の如く、可視光の波長以下の長さに設定

されるので、例えば4 0 0 n m以下 （好ましくは3 0 0 n m以下）であって

もよい。また、 ピッチ P 1 は、生産性の観点から、例えば 5 0 n m以上 （好

ましくは 1 0 0 n m以上）であってもよい。従って、 ピッチ P 1 は 5 0 n m

~ 4 0 0 n mであってもよい。

[0030] 次いで、凹凸部 2 0 のアスペク ト比の範囲が設定される。凹凸部 2 0 のァ

スぺク 卜比は、凸部 2 1 の頂点 2 1 a と凹部 2 2 の底点 2 2 a との高低差 H

1 と、凸部 2 1 のピッチ P 1 との比 H 1 / P 1 で表される。ァスぺク 卜比 H

1 / P 1 は、反射防止構造体 1 0 の低反射性の観点から、例えば0 . 5 以上

(好ましくは0 . 7 以上、より好ましくは 1以上）である。また、ァスぺク

卜比 H 1 P 1 は、生産性の観点から、例えば4 以下 （好ましくは3 以下、

より好ましくは 2 以下）である。尚、凸部 2 1 の F 1方向におけるピッチと

、凸部 2 1 の F 2 方向におけるピッチと、凸部 2 1 の F 3 方向におけるピッ

チとが異なる場合、最短のピッチでアスペク ト比が求められる。アスペク ト

比 H 1 / P 1 が 0 . 5 ~ 4 であるので、高低差 H 1 は例えば 1 0 0 n m~ 5



0 0 n m であ ってもよい。

[0031 ] 次 いで、高低差 H と高低差 H 2 との比 H 2 / H が設定される。比 H 2

/ H 1 が大 きくなるほど、連結部 2 3 の所定部分 2 3 a の高さが低 くなるの

で、反射防止構造体 1 0 の低反射性が良 くなる。比 H 2 / H 1 は、例 えば 0

. 1 以上 （好 ま しくは 0 . 2 以上、 よ り好 ま しくは 0 . 3 以上）である。一

方、比 H 2 H 1 が小さ くなるほど、詳 しくは後述するが、凸部 2 の頂点

a と連結部 2 3 の所定部分 2 3 a との間において、傾斜が緩やかにな り

、透明導電膜 3 0 の厚 さが厚 くなるので、電流が流れやす くなる。比 H 2 /

H 1 は、例 えば 0 . 9 以下 （好 ま しくは 0 . 7 以下、 よ り好 ま しくは 0 . 5

以下）である。比 H 2 / H 1 が 0 . 1 ~ 0 . 9 であるので、高低差 H 2 は例

えば 3 0 n m ~ 3 0 0 n m であ ってもよい。

[0032] 本実施形態では、高低差 H 1 と、高低差 H 2 とを独立 に最適化することが

可能であるので、 ァスぺ ク 卜比 H 1 P 1 と、比 日 / H を独立 に最適化

することが可能であ り、低反射性 と高導電性の両立が可能である。

[0033] ピッチ P 、高低差 H 、高低差 H 2 等 は、透明導電膜 3 0 の成膜前 に原

子間力顕微鏡 （A F M ：Atom i c Force Mi croscope) によ り撮影 した A F M 画

像、及びその断面 プロファイルか ら求め られる。

[0034] 尚、本実施形態では、直線方向である F 1 方向及び F 2 方向に沿 って凸部

と連結部 2 3 とが交互 に配列され、直線方向である F 3 方向に沿 って凸

部 2 と凹部 2 2 とが交互 に配列されるが、上記の条件 （1 ) 及び （2 ) が

成立する限 り、本発明はこれに限定されない。例 えば、六角形状の格子を湾

曲状 に配列する場合、所定の曲線方向に沿 って凸部 2 と連結部 2 3 とが交

互 に配列されてもよい。

[0035] 尚、本実施形態では、凸部 2 1 の配置 について着 目 したが、凹部 2 2 の配

置 について着 目 してもよい。

[0036] 図 5 は、図 2 の反射防止構造体の表面の凹凸を模式的に示す平面図 （その

2 ) である。図 5 ( A ) は凹部の底点を結ぶ格子の配列を示 し、図 5 ( B )

は図 5 ( A ) の一部 を示す。図 5 において、図面 を見やす くするため、凸部



及び連結部を異なる点模様、凸部の頂点を黒丸、凹部の底点を白丸、凹部の

底点を結ぶ格子を太線で示す。

[0037] 図 5 に示すように、最外側の凹部 2 2 を除 く任意の凹部 2 2 _ 1 と、該凹

部 2 2 _ 1 か らの距離の合計 （和）が最短である 6 個の凹部 2 2 _ 2 ~ 2 2

_ 7 とは、下記の条件 （3 ) 及び （4 ) を満たすように配置される。

( 3 ) 6 個の凹部 2 2 _ 2 ~ 2 2 _ 7 のうちの 4 個の凹部 2 2 _ 2 、 2 2 -

3 、 2 2 - 5 2 2 — 6 のそれぞれと、凹部 2 2 _ 1 との間に連結部 2 3 が

存在する。

( 4 ) 6 個の凹部 2 2 - 2 2 2 — 7 のうちの残 りの 2 個の凹部 2 2 —4 、

2 2 — 7 のそれぞれと、凹部 2 2 _ 1 との間に凸部 2 が存在する。

[0038] 「距離」は、凹部 2 2 の底点 2 2 a 同士の間の距離のことである。距離の

合計が最短である 6 個の凹部 2 2 の組合せが複数有る場合、全ての組合せに

ついて上記の条件 （3 ) 及び （4 ) が成立する。本実施形態では、距離の合

計が最短である 6 個の凹部 2 2 の組合せは 1 つだけである。

[0039] 透明導電膜 3 0 は、反射防止構造体 1 0 の凹凸部 2 0 上に成膜される。透

明導電膜 3 0 の表面形状は、凹凸部 2 0 に倣 った形状であって、凹凸部 2 0

の表面形状 と略同一である。

[0040] 透明導電膜 3 0 の平均厚さが厚 くなるほど、透明導電膜 3 0 の導電性が高

くなる。透明導電膜 3 0 の平均厚さが厚 くな りすぎると、光の反射率が上が

るおそれがある。透明導電膜 3 0 の平均厚さは、例えば 1 0 n m ~ 1 5 0 η

m、好ま しくは 3 0 n m ~ 1 0 0 n m、 より好ま しくは 5 0 n m ~ 8 0 n m

である。

[0041 ] 透明導電膜 3 0 の厚 さは、傾斜の緩やかな部分で厚 く、傾斜の急な部分で

薄 くなる。透明導電膜 3 0 の厚 さは、凸部 2 1 の頂点 2 1 a で最も厚 く、凸

部 2 の頂点 2 a と凹部 2 2 の底点 2 2 a との間の部分で最も薄 くなる。

[0042] 凸部 2 の頂点 2 a と凹部 2 2 の底点 2 2 a との間において、高低差 H

1 (図 4 ( B ) 参照）が小さくなるほど、傾斜が緩やかにな り、透明導電膜

3 0 の厚 さが厚 くなるので、電気が流れやす くなる。一方で、高低差 H 1 が



小さ過ぎると、十分な低反射性が得 られなくなる。

[0043] ところで、連結部 2 3 の所定部分 2 3 a では、凸部 2 1 の頂点 2 1 a と同

様に、傾斜が緩やかであるので、透明導電膜 3 0 の厚さが厚い。そのため、

凸部 2 と連結部 2 3 とが交互に配列されるF 1方向及び F 2 方向に沿って

網状に電流が流れやすい。凸部 2 の頂点 2 a と連結部 2 3 の所定部分 2

3 a との間において、高低差 H 2 (図4 ( A ) 参照）が小さくなるほど （即

ち、 H 2 / H 1 が小さくなるほど）、傾斜が緩やかになり、透明導電膜 3 0

の厚さが厚 くなるので、電流が流れやすくなる。

[0044] 本実施形態では、上述の如く、高低差 H 1 と、高低差 H 2 とを独立に最適

化できるので、低反射性と、高導電性との両立が可能である。

[0045] 透明導電膜 3 0 の材料としては、例えば I T O ( I n 2 0 3 _ S n 0 2 : イン

ジゥ厶錫酸化物）、 S n 0 2 (酸化錫）、 I Z O ( l n 2 0 3 _ Z n O : インジ

ゥ厶亜鉛酸化物）、 A Z O (アルミ ド一プ酸化亜鉛）、 F T O (フッ素 ド一

プ酸化錫）、G Z O (ガリウム ド一プ酸化亜鉛）などが用いられる。

[0046] 図 6 及び図 7 は、本発明の第 1 の実施形態による積層体の製造方法の説明

図 （その 1 ) 及び （その 2 ) である。図 6 は原型を用いてスタンパを作製す

る第 1 の工程を示 し、図 7 はスタンパを用いて反射防止構造体 （即ち、 レブ

リカ）を作製する第 2 の工程を示す。

[0047] 積層体の製造方法は、周期的な凹凸部 6 0 を表面に有する原型 5 0 を用い

て、周期的な凹凸部 2 0 を表面に有する反射防止構造体 1 0 を製造する工程

を有する。該工程は、例えば、原型 5 0 の凹凸部 6 0 の形状を反転転写 した

凹凸部 8 0 を表面に有するスタンパ 7 0 を作製する第 1 の工程と、スタンパ

0 の凹凸部 8 0 の形状を反転転写 した凹凸部 2 0 を表面に有する反射防止

構造体 1 0 を作製する第 2 の工程とを有する。原型 5 0 は第 1 の工程におい

て繰 り返 し使用可能であり、スタンパ 7 0 は第 2 の工程において繰 り返 し使

用可能である。

[0048] 第 1 の工程は、例えば、原型 5 0 を用意する工程 （図 6 ( A ) 参照）と、

原型 5 0 の凹凸部 6 0 上に金属膜を成膜 してスタンパ 7 0 を作製する工程 （



図 6 ( B ) 参照） と、スタンパ 7 0 を原型 5 0 か ら剥離する工程 （図 6 ( C

) 参照） とを有する。スタンパ 7 0 の材料には、例えばニ ッケル （N ί ) 等

が用い られる。スタンパ 7 0 は、例えば原型 5 0 の凹凸部 6 0 上に導電膜 を

形成 した後、導電膜上に Ν ί 等の金属膜 を電錶法で形成 してなる。導電膜の

形成方法 と しては、無電解 メツキ、スパ ッタ リングや真空蒸着等の P V D 法

が用い られる。

[0049] 第 2 の工程は、例えば基体 1 2 上に硬化性樹脂 を塗布する工程 （図 7 ( Α

) 参照） と、塗布層 1 3 の表面にスタンパ 7 0 の凹凸部 8 0 を押 し付けた状

態で塗布層 1 3 を硬化する工程 （図 7 ( Β ) 参照） と、塗布層 1 3 を硬化 し

てなる樹脂層 1 4 か らスタンパ 7 0 を剥離する工程 （図 7 ( C ) 参照） とを

有する。硬化性樹脂 には、例えば熱硬化性樹脂又は光硬化性樹脂が用い られ

る。硬化性樹脂の塗布方法 と しては、例えばス ピンコ一 卜法、 ダイコ一 卜法

、インクジエツ 卜法等の一般的な方法が用い られる。

[0050] このように して、反射防止構造体 1 0 が製造される。反射防止構造体 1 0

の凹凸部 2 0 は、原型 5 0 の凹凸部 6 0 の形状 を 2 回反転 した形状 を有する

ので、原型 5 0 の凹凸部 6 0 と略同 じ形状、略同 じ寸法を有する。

[0051 ] 図 8 は、図 6 の原型の表面の凹凸を模式的に示す平面図である。図 8 ( Α

) は凸部の頂点を結ぶ格子の配列を示 し、図 8 ( Β ) は図 8 ( Α ) の一部 を

示す。図 8 において、図面を見やす くするため、凸部及び連結部 を異なる点

模様、凸部の頂点を黒丸、凹部の底点を白丸、凸部の頂点を結ぶ格子を太線

で示す。

[0052] 原型 5 0 の凹凸部 6 0 は、反射防止構造体 1 0 の凹凸部 2 0 と同様 に、図

8 に示すように、凸部 6 1 と、凹部 6 2 と、凸部 6 1 の頂点 6 1 a よりも低

く凹部 6 2 の底点 6 2 a よりも高い位置で所定の凸部 6 同士を連結する連

結部 6 3 とを有する。複数の凸部 6 と、複数の凹部 6 2 と、複数の連結部

6 3 とが 2 次元的に配列されている。

[0053] 凸部 6 1 は、例えば正六方格子状、準六方格子状、正四方格子状、又は準

四方格子状 （本実施形態では正六方格子状）に周期的に配置される。凸部 6



1 の充填率を高めるため、凸部 6 1 は、六方格子状に周期的に配置されるこ

とが好ましい。

[0054] 凸部 6 が正六方格子状に周期的に配置される場合、最外側の凸部 6 を

除く任意の凸部 6 - の周囲に、該任意の凸部 6 - からの距離が最短

で且つ等 しい 6 個の凸部 6 - 2 6 _ 7 が配置される。 6 個の凸部 6

- 2 6 _ 7 の頂点は、凸部 6 1 _ 1 の頂点を中心に6 0 ° 間隔で等ピッ

チで配置され、正六角形状の格子を構成する。

[0055] 本実施形態では、図 8 に示すように、最外側の凸部 6 1 を除く任意の凸部

6 1 _ 1 と、該凸部 6 - からの距離の合計 （和）が最短である6 個の凸

部 6 1 _ 2 ~ 6 1 _ 7 とは、下記の条件 （5 ) 及び （6 ) を満たすように配

置される。

( 5 ) 6 個の凸部 6 1 _ 2 ~ 6 1 _ 7 のうちの4 個の凸部 6 1 _ 2 、 6 -

3 、 6 1 - 5 6 1 —6 のそれぞれと、凸部 6 1 _ 1 との間に連結部 6 3 が

存在する。

( 6 ) 6 個の凸部 6 - 2 ~ 6 _ 7 のうちの残りの 2 個の凸部 6 _ 4 、

6 _ 7 のそれぞれと、凸部 6 1 _ 1 との間に凹部 6 2 が存在する。

[0056] 尚、本実施形態では、距離の合計が最短である6 個の凸部の組合せは 1 つ

だけである。

[0057] 上記の条件 （5 ) 及び （6 ) が成立する場合、図 8 に示す任意の凸部 6

_ 1 を中心に交差する3 方向のうち、 2 方向 （F 1方向及び F 2 方向）に沿

つて凸部 6 1 と連結部 6 3 とが交互に配置され、残りの一方向 （F 3 方向）

に沿って凸部 6 と凹部 6 2 とが交互に配置される。 F 1方向と平行な方向

に沿って、凹部 6 と連結部 6 3 とが交互に配置されている。

[0058] このように、原型 5 0 において、凸部 6 1 及び凹部 6 2 が交互に配置され

る方向と、凸部 6 1 及び連結部 6 3 が交互に配置される方向とが異なる。そ

のため、凸部 6 の頂点 6 a と凹部 6 2 の底点 6 2 a との高低差と、凸部

6 の頂点 6 a と連結部 6 3 の所定部分 （反射防止構造体 1 0 の連結部 2

3 の所定部分 2 3 a に対応する部分）との高低差とを独立に設計可能である



。 よって、図 2 〜図 5 に示す反射防止構造体 1 0 において凸部 2 1 の頂点 2

1 a と凹部 2 2 の底点 2 2 a との高低差 H と、凸部 2 の頂点 2 a と連

結部 2 3 の所定部分 2 3 a との高低差 H 2 とを独立に設計可能である。 よつ

て、高低差 H 1 と、高低差 H 2 とを独立に最適化することが可能であるので

、低反射性 と耐擦傷性 との両立が可能である。

[0059] 尚、本実施形態では、反射防止構造体 1 0 の凹凸部 2 0 は、原型 5 0 の凹

凸部 6 0 の形状 を 2 回反転 した形状 を有するが、原型 5 0 の凹凸部 6 0 の形

状 を 1 回以上反転 した形状 を有 していればよ く、塗布層 1 3 (図 7 参照）の

表面に原型 5 0 の凹凸部 6 0 を押 し付けた状態で塗布層 1 3 を硬化 してもよ

し、。反転転写の回数 に関係な く、反射防止構造体 1 0 の凸部 2 は上記の条

件 （1 ) 及び （2 ) を満たすので、低反射性 と耐擦傷性 との両立が可能であ

る。

[0060] 積層体の製造方法は、反射防止構造体 1 0 の凹凸部 2 0 上に透明導電膜 3

0 を成膜する図示されない工程 をさらに有する。透明導電膜 3 0 の成膜方法

と しては、例えば熱 C V D やプラズマC V D、光 C V D 等のC V D 法 （化学

蒸着法）、真空蒸着やプラズマ蒸着、スパ ッタ リング等の P V D 法 （物理蒸

着法）が用い られる。

[0061 ] 図 9 は、本発明の第 1 の実施形態による反射防止構造体の製造方法の説明

図 （その 3 ) である。図 9 は、原型を製造する工程 を示す。

[0062] 積層体の製造方法は、原型 5 0 を製造する工程 をさらに有 してもよい。該

工程は、例えば、基体 5 1 (図 6 及び図 7 参照）上に レジス 卜膜 5 2 を成膜

する工程 と、 レジス 卜膜 5 2 の表面に、第 1 の方向 （G 1 方向）に光強度が

変化する第 1 の干渉縞 を露光する工程 （図 9 ( A ) 参照） と、 レジス 卜膜 5

2 の表面に、第 1 の方向と交差する第 2 の方向 （G 2 方向）に光強度が変化

する第 2 の干渉縞 を露光する工程 （図 9 ( B ) 参照） と、第 1 及び第 2 の干

渉縞の露光後 に レジス 卜膜 5 2 を現像する工程 とを含む。

[0063] 基体 5 1 (図 6 及び図 7 参照）は、例えばシー ト状、板状、 プロック状、

又はロール状 に形成 される。基体 5 1 の材料は、特 に限定されないが、例え



ばシ リコン、石英ガラス、 ソーダガラス、無アルカ リガラス等が用いられる

[0064] レジス 卜膜 5 2 の材料 としては、一般的なものが用いられ、ネガ型、ポジ

型のいずれも使用可能である。 レジス 卜膜 5 2 の材料に応 じて、現像液が選

定される。

[0065] 第 1 の干渉縞は、 2 光束干渉露光法で形成される。第 1 の干渉縞によって

感光 した複数の感光部 5 3 が第 1 の方向 （G 方向）に間隔をおいて並ぶ。

干渉波の光源 としては、 H e _ C d レーザ （波長 3 2 5 n m ) 等の一般的な

レーザ発振器が用いられる。

[0066] 第 2 の干渉縞は、 レジス 卜膜 5 2 を回転 した後、第 1 の干渉縞 と同様に、

2 光束干渉露光法で形成される。第 1 の干渉縞によって感光 した複数の感光

部 5 4 が第 2 の方向 （G 2 方向）に間隔をおいて並ぶ。

[0067] 尚、本実施形態では、第 1 の干渉縞の露光 と、第 2 の干渉縞の露光 とは、

別々に行われるが、同時に行われてもよい。

[0068] レジス 卜膜 5 2 の現像は、第 1 及び第 2 の干渉縞の露光後に行われる。 レ

ジス 卜膜 5 2 を現像することにより、周期的な凹凸部 6 0 を表面に有する樹

脂層 5 6 (図 6 ( A ) 参照）が得 られる。

[0069] レジス 卜膜 5 2 がネガ型の場合、強 く感光 した部分ほど現像後に残 りやす

し、。そのため、感光部 5 3 と感光部 5 4 との交差部分 5 5 が、現像後に凸部

6 となる。凸部 6 は、頂点 6 a に向けて先細 り状に形成される。感光

部 5 3 、 5 4 の交差部分 5 5 以外の部分が、現像後に連結部 6 3 となる。

[0070] また、 レジス 卜膜 5 2 がポジ型の場合、強 く感光 した部分ほど現像によつ

て除去されやすい。そのため、感光部 5 3 と感光部 5 4 との交差部分 5 5 が

、現像後に凹部 6 2 となる。凹部 6 2 は、底点 6 2 a に向けて先細 り状に形

成される。感光部 5 3 、 5 4 の交差部分 5 5 以外の部分が、現像後に連結部

6 3 となる。

[0071 ] このように して、原型 5 0 が作製される。第 1 の方向と第 2 の方向とのな

す角 が 6 0 ° の場合、凸部 6 1 が正六方格子状に周期的に配置される。尚



、第 1 の方向と第 2 の方向とのなす角 が 9 0 ° の場合、凸部 6 1 が正四方

格子状に周期的に配置される。

[0072] 尚、本実施形態の原型 5 0 は、 2 光束干渉露光法でレジス 卜膜 5 2 に干渉

縞を露光 して作製されるが、原型 5 0 の作製方法は特に限定されない。例え

ば、フォ トリソダラフィ法、電子線 （E B ) 描画法、 レーザ描画法等で基体

5 の表面に凹凸部 6 0 を形成 してもよい。

[0073] [ 第 2 の実施形態]

図 1 0 は、本発明の第 2 の実施形態による積層体の一部を示す斜視図であ

る。図 1 0 において、積層体の表面の凹凸を表現するため、等高線を細線で

示す。

[0074] 積層体 1 0 2 は、図 2 に示す積層体 2 と同様に、周期的な凹凸部 1 2 0 を

表面に有する反射防止構造体 1 1 0 と、凹凸部 1 2 0 上に成膜される透明導

電膜 1 3 0 とを備える。透明導電膜 1 3 0 の表面形状は凹凸部 1 2 0 に倣つ

た形状である。凹凸部 1 2 0 と透明導電膜 1 3 0 との間には、抵抗を下げる

ため、図示されない金属膜が形成されてもよい。

[0075] 反射防止構造体 1 1 0 は、所謂モスアイ型であって、例えば、図 2 に示す

反射防止構造体 1 0 と同様に、基体 1 1 2 と、基体 1 1 2 上に形成される樹

脂層 1 1 4 とで構成される。樹脂層 1 1 4 の表面には、周期的な凹凸部 1 2

0 が形成されている。尚、反射防止構造体 1 1 0 は、樹脂層 1 1 4 のみで構

成されてもよい。

[0076] 図 1 1 は、本発明の第 2 の実施形態による反射防止構造体を示す斜視図で

ある。図 1 1 において、反射防止構造体の表面の凹凸を表現するため、等高

線を細線で示す。図 1 2 は、図 1 1 の反射防止構造体の表面の凹凸を模式的

に示す平面図である。図 1 2 ( A ) は凸部の頂点を結ぶ格子の配列を示 し、

図 1 2 ( B ) は図 1 1 ( A ) の一部を示す。図 1 1 において、図面を見やす

くするため、凸部及び連結部を異なる点模様、凸部の頂点を黒丸、凹部の底

点を白丸、凸部の頂点同士を結ぶ格子を太線で示す。図 1 3 は、図 1 1 の反

射防止構造体の表面の凹凸を示す図である。図 1 3 ( A ) は図 1 2 のA —A



線 に沿 った断面における凹凸、図 1 3 ( B ) は図 1 2 の B — B 線 に沿 った断

面における凹凸、図 1 3 ( C ) は図 1 2 の C —C 線 に沿 った断面における凹

凸を示す。

[0077] 反射防止構造体 1 1 0 は、所謂モ ス アイ型であって、図 1 1 に示すように

、第 1 の実施形態 と同様 に、基体 1 1 2 と基体 1 1 2 上に形成 される樹脂層

1 4 とで構成 される。樹脂層 1 1 4 の表面には、周期的な凹凸部 1 2 0 が

形成 されている。

[0078] 凹凸部 1 2 0 は、凸部 1 2 1 と、凹部 1 2 2 と、凸部 1 2 の頂点 1 2

a よりも低 く凹部 1 2 2 の底点 1 2 2 a よ りも高い位置で所定の凸部 1 2

同士を連結する連結部 1 2 3 とを有する。複数の凸部 1 2 と、複数の凹部

1 2 2 と、複数の連結部 1 2 3 とが 2 次元的に配列されている。

[0079] 凸部 1 2 1 は、例えば正四方格子状 に周期的に配置される。 「正四方格子

状 に周期的に配置される」 とは、図 1 2 に示すように、最外側の凹部 1 2 2

を除 く任意の凹部 1 2 2 の周囲に、該任意の凹部 1 2 2 か らの距離が最短で

且つ等 しい 4 個の凸部 1 2 が配置されることを意味する。 4 個の凸部 1 2

1 の頂点 1 2 1 a は、凹部 1 2 2 の底点 1 2 2 a を中心 に 9 0 ° 間隔で等 ピ

ツチで配置され、正四角形の格子を構成する。

[0080] 尚、凸部 1 2 1 は、準四方格子状 に周期的に配置されてもよい。 「準四方

格子状 に周期的に配置される」 とは、正四方格子に準ずる形状 に周期的に配

置されることを意味する。正四方格子に準ずる形状は、正四角形状の格子を

所定の方向に引き伸ば した形状等、正四角形状の格子を歪 ませた形状である

。正四角形状の格子を歪 ませた形状の格子は、直線形状、曲線形状、又は蛇

行形状 に連続的に並んでもよい。

[0081 ] 本実施形態では、図 1 2 に示すように、最外側の凸部 1 2 を除 く任意の

凸部 1 2 1 _ 1 と、該凸部 1 2 1 — 1 か らの距離の合計 （和）が最短である

6 個の凸部 （例えば凸部 1 2 - 2 - 7 ) とは、下記の条件 （7 )

及び （8 ) を満たすように配置される。

( 7 ) 6 個の凸部 1 2 1 _ 2 ~ 1 2 1 _ 7 の うちの 4 個の凸部 1 2 1 — 2 、



1 2 1 —3 、 1 2 1 — 5 、 1 2 1 _ 6 のそれぞれと、凸部 1 2 1 _ 1 との間

に連結部 1 2 3 が存在する。

( 8 ) 6 個の凸部 1 2 1 _ 2 ~ 1 2 1 _ 7 のうちの残りの 2 個の凸部 1 2

_ 4 、 1 2 1 _ 7 のそれぞれと、凸部 1 2 1 _ 1 との間に凹部 1 2 2 が存在

する。

[0082] 「距離」は、凸部 1 2 1 の頂点 1 2 a 同士の間の距離のことである。距

離の合計が最短である6 個の凸部の組合せが複数有る場合、全ての組合せに

ついて上記の条件 （7 ) 及び （8 ) が成立する。本実施形態では、凸部 1 2

1 - からの距離が最短で且つ等 しい凸部が4 個あり、凸部 1 2 1 _ 1 から

の距離が次に短 く且つ等 しい凸部が4 個あるので、凸部 1 2 1 _ 1 からの距

離の合計が最短である6 個の凸部の組合せは 6 個ある。 6 個全ての組合せに

ついて上記の条件 （7 ) 及び （8 ) が成立する。

[0083] 上記の条件 （7 ) 及び （8 ) が成立する場合、図 1 2 に示す任意の凸部 1

2 1 - を中心に交差する3 方向のうち、 2 方向 （J 1方向及び J 2 方向）

に沿って凸部 1 2 と連結部 1 2 3 とが交互に配置され、残りの一方向 （J

3 方向）に沿って凸部 1 2 と凹部 1 2 2 とが交互に配置される。 J 1方向

及び」2 方向に間隔をおいて並ぶ凸部 1 2 のピッチ P 1 1 (図 1 3 ( A )

参照）は、可視光の波長以下の長さに設定されてもよい。 J 3 方向に間隔を

おいて並ぶ凸部 1 2 1 のピッチ P 1 2 (図 1 3 ( B ) 参照）はピッチ P

よりも大きい。 J 1方向と平行な方向に沿って、凹部 1 2 2 と連結部 1 2 3

とが交互に配置されている （図 1 2 及び図 1 3 ( C ) 参照）。

[0084] このように、凸部 1 2 1 及び凹部 1 2 2 が交互に配置される方向と、凸部

1及び連結部 1 2 3 が交互に配置される方向とが異なる。そのため、凸

部 1 2 1 の頂点 1 2 1 a と凹部 1 2 2 の底点 1 2 2 a との高低差 H (図

1 3 ( B ) 参照）と、凸部 1 2 1 の頂点 1 2 a と連結部 1 2 3 の所定部分

3 a (図 1 1参照）との高低差 H 1 2 (図 1 3 ( A ) 参照）とを独立に

設計可能である。従って、高低差 H と、高低差 H 2 とを独立に最適化

することが可能である。ここで、連結部 1 2 3 の所定部分 1 2 3 a は、凸部



1 の頂点 1 2 a 同士の間における最も低い部分であって、凹部 1 2 2

の底点 1 2 2 a 同士の間における最も高い部分である。

[0085] 高低差 H と高低差 H 2 の最適化のため、先ず、 ピッチ P 1 の範囲

が設定されてもよい。 ピッチ P 1 1 は、上述の如く、可視光の波長以下の長

さに設定されるので、例えば4 0 0 n m以下 （好ましくは3 0 0 n m以下）

であってもよい。また、 ピッチ P 1 1 は、生産性の観点から、例えば 5 O n

m以上 （好ましくは 1 0 0 n m以上）であってもよい。従って、 ピッチ P 1

1 は 5 0 n m~ 4 0 0 n mであってもよい。

[0086] 次いで、凹凸部 1 2 0 のアスペク ト比の範囲が設定される。凹凸部 1 2 0

のァスぺク 卜比は、凸部 1 2 1 の頂点 1 2 1 a と凹部 1 2 2 の底点 1 2 2 a

との高低差 H 1 と、凸部 1 2 1 のピッチ P 1 1 との比 H 1 / P 1 で表

される。ァスぺク 卜比 H 1 1 / P 1 1 は、反射防止構造体 1 1 0 の低反射性

の観点から、例えば0 . 5 以上 （好ましくは0 . 7 以上、より好ましくは 1

以上）である。また、ァスぺク 卜比 H / P 1 は、生産性の観点から、

例えば4 以下 （好ましくは3 以下、より好ましくは 2 以下）である。尚、凸

部 1 2 1 の J 方向におけるピッチと、凸部 1 2 1 の J 2 方向におけるピッ

チとが異なる場合、最短のピッチでアスペク ト比が求められる。アスペク ト

比 H 1 / P が 0 . 5 ~ 4 であるので、高低差 H は例えば 1 0 0 n

m~ 5 0 0 n mであってもよし、。

[0087] 次いで、高低差 H と高低差 H 2 との比 H / H が設定される

。比 H 1 / H 1 が大きくなるほど、連結部 1 2 3 の所定部分 1 2 3 a の

高さが低 くなるので、反射防止構造体 1 1 0 の低反射性が良くなる。比 H 1

2 / H 1 は、例えば0 . 1 以上 （好ましくは0 . 2 以上、より好ましくは

0 . 3 以上）である。一方、比 H 1 / H 1 が小さくなるほど、詳 しくは

後述するが、凸部 1 2 1 の頂点 1 2 1 a と連結部 1 2 3 の所定部分 1 2 3 a

との間において、傾斜が緩やかになり、透明導電膜 1 3 0 の厚さが厚 くなる

ので、電流が流れやすくなる。比 H 1 / H 1 は、例えば0 . 9 以下 （好

ましくは0 . 7 以下、より好ましくは0 . 5 以下）である。比 H 1 2 Z H 1



1 が 0 . 1 ~ 0 . 9 であるので、高低差 H 1 2 は例えば 3 0 n m ~ 3 0 0 n

mであってもよし、。

[0088] 本実施形態では、高低差 H と、高低差 H 2 とを独立に最適化するこ

とが可能であるので、ァスぺク 卜比 H 1 1 / P 1 1 と、比 H 1 / H を

独立に最適化することが可能であ り、低反射性 と高導電性の両立が可能であ

る。

[0089] 尚、本実施形態では、直線方向である J 1 方向及び J 2 方向に沿 って凸部

と連結部 1 2 3 とが交互に配列され、直線方向である J 3 方向に沿 つ

て凸部 1 2 と凹部 1 2 2 とが交互に配列されるが、上記の条件 （7 ) 及び

( 8 ) が成立する限 り、本発明はこれに限定されない。例えば、正四角形状

の格子を湾曲状に配列する場合、所定の曲線方向に沿 って凸部 1 2 と連結

部 1 2 3 とが交互に配列されてもよい。

[0090] 尚、本実施形態では、凸部 1 2 1 の配置について着 目したが、第 1 の実施

形態 と同様に、凹部 1 2 2 の配置について着 目してもよい。

[0091 ] 透明導電膜 1 3 0 は、反射防止構造体 1 1 0 の凹凸部 1 2 0 上に成膜され

る。透明導電膜 1 3 0 の表面形状は、凹凸部 1 2 0 に倣 った形状であって、

凹凸部 1 2 0 の表面形状 と略同一である。

[0092] 透明導電膜 1 3 0 の平均厚さは、例えば 1 0 n m ~ 8 0 n mである。平均

厚さが 1 O n m未満では、導電性が十分に得 られない。 また、平均厚さが 8

O n m を超えると、透明導電膜 1 3 0 の表面形状が、凹凸部 1 2 0 に倣 った

形状 とな りにくい。

[0093] 透明導電膜 1 3 0 の厚 さは、傾斜の緩やかな部分で厚 く、傾斜の急な部分

で薄 くなる。透明導電膜 1 3 0 の厚 さは、凸部 1 2 1 の頂点 1 2 1 a で最も

厚 く、凸部 1 2 1 の頂点 1 2 a と凹部 1 2 2 の底点 1 2 2 a との間の部分

で最も薄 くなる。

[0094] 凸部 1 2 1 の頂点 1 2 1 a と凹部 1 2 2 の底点 1 2 2 a との間において、

高低差 H 1 1 (図 1 3 ( B ) 参照）が小さくなるほど、傾斜が緩やかにな り

、透明導電膜 1 3 0 の厚 さが薄 くなるので、電気が流れやす くなる。一方で



、高低差 H 1 1 が小さ過ぎると、十分な低反射性が得 られなくなる。

[0095] ところで、連結部 1 2 3 の所定部分 1 2 3 a では、凸部 1 2 1 の頂点 1 2

1 a と同様に、傾斜が緩やかであるので、透明導電膜 1 3 0 の厚さが厚い。

そのため、凸部 1 2 1 と連結部 1 2 3 とが交互に配列されるJ 1方向及び J

2 方向に沿って網状に電流が流れやすい。凸部 1 2 1 の頂点 1 2 a と連結

部 1 2 3 の所定部分 1 2 3 a との間において、高低差 H 1 2 (図 1 3 ( A )

参照）が小さくなるほど （即ち、 H 1 2 / H 1 1 が小さくなるほど）、傾斜

が緩やかになり、透明導電膜 1 3 0 の厚さが厚 くなるので、電流が流れやす

くなる。

[0096] 本実施形態では、上述の如く、高低差 H と、高低差 H 2 とを独立に

最適化できるので、低反射性と、高導電性との両立が可能である。

[0097] 透明導電膜 3 0 の材料としては、例えば I T O ( I n 2 0 3 _ S n 0 2 : イン

ジゥ厶錫酸化物）、 S n 0 2 (酸化錫）、 I Z O ( l n 2 0 3 _ Z n O : インジ

ゥ厶亜鉛酸化物）、 A Z O (アルミ ド一プ酸化亜鉛）、 F T O (フッ素 ド一

プ酸化錫）、G Z O (ガリウム ド一プ酸化亜鉛）などが用いられる。

[0098] 上記構成の積層体 1 0 2 の製造方法は、第 1 の実施形態による積層体 2 の

製造方法と同様であるので、説明を省略する。

[0099] 以上、本発明の第 1及び第 2 の実施形態について説明 したが、本発明は、

上記の実施形態に制限されない。本発明の範囲を逸脱することなく、上記の

実施形態に種々の変形や置換を加えることができる。

[01 00] 例えば、積層体は、反射防止構造体の裏面 （モスアイ型の凹凸部が形成さ

れる面と対向する面）に低反射処理層を有 してもよい。低反射処理層は透光

性を有する。低反射処理層は、光の干渉作用によって反射率を低下させても

よいし、光の吸収によって反射率を低下させてもよい。低反射処理層は、有

機物及び/ 又は無機物で形成される。低反射処理層の形成方法には、 P V D

法やC V D法等の ドライコーティング、ダイコ一 卜法、スプレイコ一 卜法、

インクジエツ卜法、スピンコ一 卜法等のゥエツトコ一ティングが用いられる

。反射防止構造体がタツチパネルに用いられる場合、低反射処理層が外側、



モ ス アイ型 の凹凸部 が内側 に配置 されて もよい。

[01 0 1 ] また、積層体 は、透 明導 電膜上 に保護層 を有 して もよい。保護層 は透光性

を有 す る。保護層 は、透 明導 電膜 の凹凸 を吸収 し、積層体 の表面 を平滑化 す

る。保護層 は有機物 及び / 又 は無機物 で形成 され る。保護層 は例 えば S i 0 2

等 で形成 され る誘電体層 であ って もよい。

[01 02] また、上記実施形態 の凸部 は頂 点 に向 けて先細 り状 であ るが、 凸部 が平 ら

な頂部 を有 して もよい。 この場合、特許請求の範 囲 における 「距離 」 は、 凸

部 の頂部 の中心 点同士の間の距離 であ る。 同様 に、上記実施形態 の凹部 は底

点 に向 けて先細 り状 であ るが、 凹部 が平 らな底部 を有 して もよい。

[01 03] 次 に、上記実施形態 における積層体 の適用例 について、 図 1 4 〜図 1 6 と

共 に説 明す る。

[01 04] 図 1 4 は、積層体 を用 いた表示装置 の一例 を示 す断面 図であ る。 図 1 4 に

おいて、表示装置 1 4 0 は、金属電極 層 1 4 1 、例 えば有機 発光 ダイ才一 ド

( 0 L E D ：Organ i c L i ght Em i t t i ng Di ode) 又 は有機 エ レク 卜ロリレミネ ッ

セ ンス ( O E L ：Organ i c ELect r o- Lum i nescence) 素 子で开乡成 された発光層

1 4 2 、透 明電極 層 1 4 3 、 及び例 えばガラスな どで形成 された透 明基板 1

4 4 が積層 された構成 を有 す る。透 明電極 層 1 4 3 は、例 えば図 1 に示 す積

層体 2 又 は図 1 0 に示 す積層体 1 0 2 で形成可能 であ る。透 明電極 層 1 4 3

に積層体 2 又 は 1 0 2 の構成 を用 いる ことで、透 明基板 1 4 4 と透 明電極 層

1 4 3 との界面 での反射 が低減 され、光 の取 り出 し効率 が向上 す るため、表

示装置 1 4 0 の発光効率 を向上 させ る ことがで きる。

[01 05] 図 1 5 は、積層体 を用 いた照 明装置 の一例 を示 す断面 図であ る。 図 1 5 に

おいて、照 明装置 1 5 0 は、金属電極 層 1 5 1 、例 えば 0 L E D 又 は 0 E L

素子で形成 された発光層 1 5 2 、透 明電極 層 1 5 3 、 及び例 えばガラスな ど

で形成 された透 明基板 1 5 4 が積層 された構成 を有 す る。透 明電極 層 1 5 3

は、例 えば図 1 に示 す積層体 2 又 は図 1 0 に示 す積層体 1 0 2 で形成可能 で

あ る。透 明電極 層 1 5 3 に積層体 2 又 は 1 0 2 の構成 を用 いる ことで、透 明

基板 1 5 4 と透 明電極 層 1 5 3 との界面 での反射 が低減 され、光 の取 り出 し



効率が向上するため、照明装置 1 5 0 の発光効率 を向上 させることがで きる

[01 06] 図 1 6 は、積層体 を用いた太陽電池の一例 を示す断面図である。図 1 6 に

おいて、太陽電池 1 6 0 は、金属電極層 1 6 1 、例 えば P 型シ リコンで形成

された P 型半導体層 1 6 2 — 1 、例 えば N 型シ リコンで形成 された N 型半導

体層 1 6 2 — 2 、透明電極層 1 6 3 、及び例 えばガラスな どで形成 された透

明基板 1 6 4 が積層 された構成 を有する。 P 型半導体層 1 6 2 _ 1 及び 〜型

半導体層 1 6 2 _ 2 は、発電層の一例である。透明電極層 1 6 3 は、例 えば

図 1 に示す積層体 2 又 は図 1 0 に示す積層体 1 0 2 で形成可能である。透明

電極層 1 6 3 に積層体 2 又 は 1 0 2 の構成 を用いることで、透明基板 1 6 4

と透明電極層 1 6 3 との界面での反射が低減 され、光の取 り込み効率が向上

するため、太陽電池 1 6 0 の発電効率 を向上することがで きる。

[01 07] なお、太陽光発電装置の一例であるソーラーパネル （図示せず）は、例 え

ば図 1 6 に示す如 き太陽電池 1 6 0 を複数、例 えばマ 卜リクス状 に配置 した

構成 を有する。 この場合、各太陽電池 1 6 0 の透明電極層 1 6 3 に積層体 2

又 は 1 0 2 の構成 を用いることで、各太陽電池 1 6 0 の透明基板 1 6 4 と透

明電極層 1 6 3 との界面での反射が低減 され、各太陽電池 1 6 0 光の取 り込

み効率が向上するため、 ソ一ラーパネルの発電効率 を向上することがで きる

実施例

[01 08] 以下に、実施例等 によ り本発明を具体的に説明するが、本発明はこれ らの

例 によって限定されるものではない。

[01 09] [ 実施例 1 ]

実施例 1 では、図 6 、 図 7 及び図 9 に示す方法で周期的な凹凸部 を表面 に

有する反射防止構造体 を作製 し、反射防止構造体の凹凸部上 に透明導電膜 を

成膜 して積層体 を作製 した。反射防止構造体の凹凸部の凸部 は、正六方格子

状 に周期的に配置 した。

[01 10] スタンパの原型は、基体 と してのガラス基板上 にアク リル系樹脂か らなる



レジス 卜膜 を成膜 し、 レジス 卜膜 に干渉縞 を 2 回露光 した後、 レジス 卜膜 を

現像 して作製 した。 干渉縞 の光源 には A r F エ キシマ一 レ一ザ （波長 1 9 3

n m ) を用 い、 1 回 目の干渉縞 と 2 回 目の干渉縞 との交差角 は 6 0 ° と した

。作製 した原型 は表面 に凹凸部 を有 していた。

[01 11] 原型 の凹凸部 の寸法形状 は、 A F M (Se i ko Inst ruments 社製、 L-t race)

で測定す る と、 凸部 の頂 点 と凹部 の底点 との高低差 は 2 5 0 n m、 凸部 の頂

点 と連結部 との高低差 は 1 2 5 n m、 凸部 の頂 点の最短 ピッチは 2 5 0 n m

であ る。

[01 12] ス タ ンパ は、原型 の凹凸部上 に電錶法 で N ί 層 を形成 し、 Ν ί 層 を原型 か

ら剥離 して作製 した。 スタ ンパ の表面 の寸法形状 を A M F で測定 した結果、

スタ ンパ の表面 には原型 の凹凸部 を反転転写 した形状 の凹凸部 が形成 されて

いた。

[01 13] 反射 防止構造体 は、基体 と しての二軸延伸 PETフ イル ム 上 に光硬化性 の ァク

リル系樹脂 をス ピンコ一 卜法 で塗布 し、塗布層 の表面 にスタ ンパ の凹凸部 を

押 し付 けた状態 で U V 光 を照射 し、塗布層 を硬化 して作製 した。塗布層 を U

V 硬化 してな る樹脂層 の表面 の寸法形状 を A F M で測定 した結果、樹脂層 の

表面 にはスタ ンパ の凹凸部 の形状 を反転転写 した凹凸部 が形成 されていた。

樹脂層 の凹凸部 は、原型 の凹凸部 と略同 じ寸法形状 を有 してお り、 H 1 (図

4 ( A ) 参 照） = 2 5 0 n m、 H 2 (図 4 ( B ) 参 照） = 1 2 5 n m、 P

(図 4 ( A ) 及び （B ) 参 照） = 2 5 0 n m であ る。

[01 14] 積 層体 は、反射 防止構造体 の凹凸部上 に透 明導 電膜 を成膜 して作製 した。

透 明導 電膜 には、真空 スパ ッタ法 で成膜 した I T O 膜 （平均厚 さ 2 0 n m、

4 0 n m、 6 0 n m ) を用 いた。平均厚 さは、 凹凸部 に成膜 す る際 に、 凹凸

構造 のない平坦 な平板部分 の表面 に成膜 して形成 され る透 明導 電膜 の厚 さを

意味す る。

[01 15] 積 層体 の透 明導 電膜側 の表面抵抗 は、非接触導 電率計 （De Lcom Inst rument

s , I nに 社製、 7 17 Conductance Mon i tor) によ り測定 した。測定の結果 を図

1 8 に示 す。 図 1 8 において、横軸 は透 明導 電膜 の厚 さ （n m ) 、縦軸 は表



面抵抗率 （Ω 口）である。

[01 16] 透 明導電膜 （平均厚 さ 6 0 n m ) の表面 に可視光 を照射 した ときの反射率

は、分光測定機 （日本分光社製、ARM-500N) によ り測定 した。測定の結果 を

図 1 9 に示す。図 1 9 において、横軸 は入射光の波長 （n m ) 、縦軸 は反射

率 （％ ) である。 また、図 1 9 において、 L は実施例 1 の測定結果、 L

1 は後述の比較例 1 の測定結果 を表す。

[01 17] [ 比較例 1 ]

比較例 1 では、従来の凹凸部 を表面 に有する反射防止構造体 を作製 し、反

射防止構造体の凹凸部上 に透明導電膜 を成膜 して積層体 を作製 した。反射防

止構造体の凹凸部の凸部 は、正六方格子状 に周期的に配置 した。

[01 18] スタンパの原型は、基体 と してのシ リコン基板上 にアク リル系樹脂か らな

る レジス 卜膜 を成膜 し、 E B 描画装置 によって露光 した後、 レジス 卜膜 を現

像 して作製 した。作製 した原型は表面 に凹凸部 を有 してお り、 当該凹凸部 は

図 1 7 に示すように、平面 9 2 上 に錐状の突起部 9 4 が多数 （図 1 7 では 5

つのみ図示）配列された構造であ った。

[01 19] 各突起部 9 4 は、 円錐台の頂面 と側面 との角部 を丸 く面取 りしたものであ

つて、球面の一部で構成 される先端部 を有する。隣 り合 う 3 つの突起部 9 4

の底面 9 4 a の外周が平面 9 2 において 1 点で交わるように、突起部 9 4 の

下部同士が一部重な っている。

[01 20] 原型の凹凸部の寸法形状 は、 A F M (Se i ko Inst ruments 社製、 L-t race)

で測定すると、突起部 9 4 の高 さ H 2 1 は 4 5 0 n m、突起部 9 4 の頂点 9

4 b の ピッチ P 2 1 は 3 0 0 n m である。

[01 2 1 ] スタンパは、原型の凹凸部上 に電錶法で N ί 層 を形成 し、 Ν ί 層 を原型か

ら剥離 して作製 した。 スタンパの表面の寸法形状 を A F M で測定 した結果、

スタンパの表面 には原型の凹凸部 を反転転写 した形状の凹凸部が形成 されて

いた。

[01 22] 反射防止構造体は、基体 と してのガラス基板上 に U V 硬化性のァク リル系

樹脂 をス ピンコ一 卜法で塗布 し、塗布層の表面 にスタンパの凹凸部 を押 し付



けた状態で U V 光 を照射 し、塗布層 を硬化 して作製 した。塗布層 を U V 硬化

してなる樹脂層の表面の寸法形状 を A F M で測定 した結果、樹脂層の表面 に

はスタンパの凹凸部の形状 を反転転写 した凹凸部が形成 されていた。樹脂層

の凹凸部 は、原型の凹凸部 と略同 じ寸法形状 を有 してお り、 H 2 1 = 4 5 0

n m、 P 2 1 = 3 0 0 n m である。

[01 23] 積層体は、反射防止構造体の凹凸部上 に透明導電膜 を成膜 して作製 した。

透明導電膜 には、真空スパ ッタ法で成膜 した I T O 膜 （平均厚 さ 2 0 n m、

4 0 n m、 6 0 n m ) を用いた。

[01 24] 積層体の表面抵抗率及び反射率 （透明導電膜の平均厚 さ 6 0 n m ) は、実

施例 1 と同様 に して測定 した。測定の結果 を図 1 8 及び図 1 9 に示す。

[01 25] 図 1 8 及び図 1 9 か ら、実施例 1 の構造は、比較例 1 の構造 と異な り、低

反射性及び高導電性の両方 を有 していることがわかる。比較例 1 では、反射

構造体の凸部が上記の条件 （1 ) 及び （2 ) を満た してお らず、表面抵抗率

が高い。比較例 1 では、反射防止構造体の凸部同士の間において傾斜が急峻

なためである。

産業上の利用可能性

[01 26] 本発明は、例 えば表示装置、照明装置、太陽電池、 ソーラーパネルな どに

使用で きる積層体、及び積層体の製造方法 に好適である。

[01 27] 本 出願 は、 2 0 1 1 年 1 2 月 8 曰に日本国特許庁 に出願 された特願 2 0 1

1 - 2 6 9 0 6 0 に基づ くものであ り、 その出願 を優先権主張するものであ

り、 その出願の全ての内容 を参照することによ り包含するものである。

符号の説明

[01 28] 積層体

0 反射防止構造体

2 0 凹凸部

凸部

a 頂点

2 凹部



a 底点

連結部

透明導電膜

原型

基体

レジ ス 卜膜

、 5 4 感光部



請求の範囲

周期的な凹凸部 を表面 に有する反射防止構造体 と、

前記凹凸部上 に成膜 される透明導電膜 とを有 し、

最外側の凸部 を除 く任意の凸部 と、該任意の凸部か らの距離の合計

が最短である 6 個の凸部 とは、 （1 ) 該 6 個の凸部の うちの 4 個の前

記凸部のそれぞれ と前記任意の凸部 との間に凸部の頂点よ りも低 く凹

部の底点よ りも高い位置で凸部同士を連結する連結部が存在 し、 （2

) 該 6 個の凸部の うちの残 りの 2 個の前記凸部のそれぞれ と前記任意

の凸部 との間に凹部が存在するように、配置 されることを特徴 とする

層体。

前記任意の凸部 を中心 に交差する 3 方向の うち、 2 方向に沿 って前

記凸部 と前記連結部 とが交互 に配置 され、残 りの一方向に沿 って前記

前記凸部 と前記凹部 とが交互 に配置 される請求項 1 に記載の積層体。

前記凸部 は、正六方格子状 に周期的に配置 される請求項 1又は 2 に

記載の積層体。

前記凸部 は、正四方格子状 に周期的に配置 される請求項 1又は 2 に

記載の積層体。

金属電極層、発光層、透明電極層、及び透明基板が積層 された構成

を有 し、

前記透明電極層は、請求項 1乃至 4 のいずれか 1項 に記載の積層体

で形成 された表示装置。

金属電極層、発光層、透明電極層、及び透明基板が積層 された構成

を有 し、

前記透明電極層は、請求項 1乃至 4 のいずれか 1項 に記載の積層体

で形成 された照明装置。

金属電極層、発電層、透明電極層、及び透明基板が積層 された構成

を有 し、

前記透明電極層は、請求項 1乃至 4 のいずれか 1項 に記載の積層体



で形成 された太陽電池。

周期的な凹凸部 を表面 に有する原型 を用いて周期的な凹凸部 を表面

に有する反射防止構造体 を製造する工程 と、

前記反射防止構造体の前記凹凸部上 に透明導電膜 を成膜する工程 と

を有 し、

前記原型 において、最外側の凸部 を除 く任意の凸部 と、該任意の凸

部か らの距離の合計が最短である 6 個の凸部 とは、 （1 ) 該 6 個の凸

部の うちの 4 個の前記凸部のそれぞれ と前記任意の凸部 との間に凸部

の頂点よ りも低 く凹部の底点よ りも高い位置で凸部同士を連結する連

結部が存在 し、 ( 2 ) 該 6 個の凸部の うちの残 りの 2 個の前記凸部の

それぞれ と前記任意の凸部 との間に凹部が存在するように、配置 され

ることを特徴 とする積層体の製造方法。

前記任意の凸部 を中心 に交差する 3 方向の うち、 2 方向に沿 って前

記凸部 と前記連結部 とが交互 に配置 され、残 りの一方向に沿 って前記

前記凸部 と前記凹部 とが交互 に配置 される請求項 8 に記載の積層体の

製造方法。

前記原型 を製造する工程 をさ らに有 し、

該工程 は、

基体上 に レジス 卜膜 を成膜する工程 と、

該 レジス 卜膜の表面 に、第 1 の方向に沿 って光強度が変化する第 1

の干渉縞 を露光する工程 と、

該 レジス 卜膜の表面 に、前記第 1 の方向 と交差する第 2 の方向に沿

つて光強度が変化する第 2 の干渉縞 を露光する工程 と、

前記第 1及び第 2 の干渉縞の露光後 に、前記 レジス 卜膜 を現像する

工程 とを有する請求項 8 又は 9 に記載の積層体の製造方法。

前記第 1 の方向 と前記第 2 の方向 とのなす角が 6 0 ° である請求項

1 0 に記載の積層体の製造方法。

前記第 1 の方向 と前記第 2 の方向 とのなす角が 9 0 ° である請求項



o に記載の積層体の製造方法。
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